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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　日本国政府はバングラデシュ人民共和国の要請に基づき、同国のダッカ首都圏地域の地理情報

調査に実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することとなりました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成14年８月19日

から同年８月30日までの12日間にわたり、国土交通省国土地理院地理情報部長 小出正則氏を団長

とする事前調査団を現地に派遣しました。

　調査団は本格調査に係る要請の背景等を確認するとともに、同国政府の意向を聴取し、かつ現

地調査の結果を踏まえ、同国政府との間に本格調査に関する実施細則（S／W）及び協議議事録

（M／M）に署名しました。

　本報告書は、引き続き実施を予定している本格調査に資するために、今回の調査結果を取りま

とめたものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成14年９月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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バングラデシュ国ダッカ首都圏地域地図情報整備計画事前調査関係写真

S／W協議

ERB日本課表敬訪問 都市計画関係部局を集めたJoint Meeting

測量局職員及び事前調査団員 S／W及びM／Mの署名



測量局の用意した調査団用作業部屋 Map Digitize作業中画面

空中三角測量用システム 航空写真フィルムスキャナー

日本の援助により導入された
Ａ１版２色印刷機

Dhaka Guide Map作成方法



Dhaka Guide Mapの現地調査資料

UPS
（電圧が極めて不安定なため欠かせない。）

ベンガル語用キーボード

▲　　　　　　　　　
測量原点及び水準原点▲



市内の幹線道路（渋滞しており移動に
時間を要する。水準測量も困難である。）

ダッカ市内東部の低湿地帯

GPS基準点（２万分の１航空写真撮影
では、そのまま対空標識として利用できる。）
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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　要請背景

　バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ国」と記す）政府は、貧困の経減雇用機会の創

出と生産力の増強、農村住民の生活改善、食糧生産の増加、人的資源の開発、社会基盤の整備、

産業の開発、災害対策等を目標とする国家開発５か年計画を策定しており、当該計画を効率的に

実施するためにも国土基盤情報の蓄積が求められている。

　同国における地理分野の整備状況は、1950～1960年代に作製された地形図を原図として、1970

年代に撮影された航空写真により修正した５万分の１地形図が主であり、また、日本が1992～1995

年にかけて実施した基準点網整備及び1998～2000年に無償資金協力により調達された地図作製測

量機材が活用されている状態である。

　一方、当該対象地域であるダッカ首都圏は、都市開発の基礎資料となる大縮尺の地形図が整備

されていない状況にある。したがって、詳細な地理情報を利用した都市管理・計画等が行えず、

近年の急激な人口増加等の影響を受け、無秩序な都市拡大化が進んでいる。そのような状況のな

か、環境悪化・交通渋滞・基礎生活分野の未整備等の様々な社会問題が発生している。

　また、東部堤防計画及びダッカ・バイパス建設計画等に伴い開発が予想されるダッカ東部の開

発計画策定に関連する都市計画の策定、並びに上下水道等の都市インフラの管理と計画に必要な

基礎情報として地理情報整備など、早急に大縮尺の地形図を整備する必要がある。

　上記の背景のもと、2001年７月バングラデシュ国政府は、我が国に対しダッカ首都圏に係る大

縮尺の地理情報整備計画について要請してきた。

　これに対し、事前調査団が2002年８月に派遣され、実施細則（S／W）が締結された。

１－２　事前調査の目的

　事前調査の目的は、バングラデシュ国政府関係機関との協議、現地踏査及び資料収集を行い、

本調査の要請背景、目的、調査内容、バングラデシュ国側の受入体制を確認し、S／W、M／Mを

署名・交換することである。

１－３　調査団構成

担当分野 氏　　名 所　　　　　属 派遣期間
総　　括 小出　正則 国土交通省国土地理院地理情報部長 ８／19～８／30
精度管理計画 植竹　政夫 国土交通省国土地理院測図部資料課長補佐 ８／19～８／30
調査計画／
事前評価

伊藤季代子
国際協力事業団社会開発調査部社会開発調査
第一課

８／19～８／30

基本図計画／
機材計画

吉村　好光 社団法人 国際建設技術協会 ８／９～９／７

技術移転計画／
調査事業計画

乙井　康成 社団法人 国際建設技術協会 ８／９～９／７
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１－４　調査日程

日順 月　日 調　査　項　目 備　　考
１ ８月９日 東京発　ANA915　18:00→バンコク着　22:15 吉村団員、乙井団員
２ 10日 バンコク発　TG321　11:25→ダッカ着　12:50 同上
３ 11日 在バングラデシュ国日本大使館表敬

バングラデシュ国測量局表敬
JICAバングラデシュ事務所表敬

同上

４ 12日 現地調査・資料収集（19日まで） 同上
↓ ↓ 　　　↓ ↓
11 19日 東京発　JAL707　18:30→バンコク着　22:45 小出団長、植竹団員

伊藤団員
12 20日 バンコク発　TG321　11:25→ダッカ着　12:50

JICAバングラデシュ事務所表敬
団員合流

13 21日 在バングラデシュ国日本大使館表敬
バングラデシュ国大蔵省経済関係局（ERD）表敬
バングラデシュ国計画委員会表敬
バングラデシュ国国防省表敬
バングラデシュ国測量局（SOB）表敬、協議、見学

団員全員

14 22日 S／W及びM／M協議 同上
15 23日 現地踏査 同上
16 24日 地図・資料判読

S／W及びM／M協議（SOB）
同上

17 25日 地図・資料判読・SOB職員とのミーティング
SOB局長とのミーティング（SOB）

同上

18 26日 10:00～12:00　地図ユーザとのジョイント・ミーティング
（於：国防省）

同上

19 27日 現地踏査
大使館報告

同上

20 28日 S／W及びM／M署名（ERD）
JICA事務所報告

同上

21 29日 午前：資料整理 同上
午後：ダッカ発　TG322　14:00→バンコク着　17:20
バンコク発　JAL718　22:30→東京

小出団長、植竹団員
伊藤団員

22 30日 資料収集・現地踏査（９月５日まで） 吉村団員、乙井団員
（バンコク発　JAL718　22:30→）東京着　6:25 小出団長、植竹団員

伊藤団員
23 ９月６日 ダッカ発　TG322　14:00→バンコク着　17:20

バンコク発　ANA916　23:15→東京
吉村団員、乙井団員

24 ７日 （バンコク発　ANA916　23:15）→東京着　7:15 同上
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１－５　協議結果概要

（１） S／W協議内容

　先方実施機関であるバングラデシュ国測量局（Survey of Bangladesh：SOB）との協議にお

いては、JICAの実施する開発調査のスキームを説明し、当方より提示したS／W（案）に基本

的な理解が示された。援助窓口である大蔵省経済関係局については、日本課の担当者が本調査

について基本的に理解しており、了解を得ることができた。

　また、ジョイント・ミーティングにおいては地図を使用する公的機関の関係者が出席し、そ

れぞれに大縮尺地形図の必要性について見解を述べ、当方はより具体的にユーザーの要請を聞

くことができた。

　S／W（案）について多少の変更はあったものの、おおむね当方提示のとおりでS／Wを締結

することができた。

　基本合意事項は下記のとおりである（詳細合意事項については附属資料S／W・M／M参

照）。

（２） 調査目的と範囲

　ダッカ市について大縮尺地形図を作製し、今後予定されてい都市開発計画での利用に資する

こと。また今回の調査を通じて、実施機関のSOBが大縮尺地形図を作製できるよう技術移転

を行うこと。具体的には調査地域をGreater Dhaka Cityの一部（581㎞２）とし、作製する地形

図の縮尺は5,000分の１とする。

（３） 調査案件名

　バングラデシュ国政府からの要請書に記載されている案件名は「ダッカ首都圏地域地図情報

整備計画／The Study on Urban Information Management for Greater Dhaka City」であ

り、これについてSOBは了承した。

（４） 本格調査の調査期間

　調査期間は2002年11月より約21か月を予定しており、2004年７月を調査終了の目処とした。

（５） 本格調査の調査団員数

　SOB側から、TAPP（予算計画）の手続きに関連して本格調査の調査団員数、及びそれぞれの

調査期間を提示するよう求められた。調査団はJICAの調査手続き上、事前調査の段階で決定

することはできない旨を説明し、決定し次第連絡することを約束した。
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（６） 技術移転

　SOB側から特に地形図作製において不足している幾つかの工程について技術移転及び機材

供与を求められた。調査団はSOBに対して技術移転する重要性を認識していることを伝え、

機材供与については事前調査の段階では決定することはできない旨を説明し、JICA本部に要

望を伝える旨を議事録に記載した。

（７） 航空写真撮影・写真情報及び地図情報の国外持ち出し

　SOBは自局では航空写真撮影用の飛行機を所有していないことを受けて、第三国から飛行

機を傭上にあたっての手続事項を調査団と確認した。SOBは航空写真撮影に必要な飛行許可

手続きをすることを了承した。また調査に必要な航空写真の持ち出しについては、バングラデ

シュ国外に持ち出す前にSOBによって軍事施設その他重要施設を取り除いた後、使用を変更

（ネガフィルムをポジフィルムに）して持ち出すことで双方が合意した。

　また、航空写真撮影に関して、気候による影響が大きい（乾期にしか撮影できない）ため、本

格調査開始時に撮影できなかった場合については一年延長すること、撮影にかかる手続きを

SOB側が実施しなかった場合は調査の中止もあり得ることについてSOBは了承し、所要手続

きを速やかに行う旨を調査団に伝えた。

（８） 本格調査団の執務スペース及び設備

　SOBは本格調査団のために執務スペースを提供することについて了承した。ただし、現在

他のプロジェクトの実施によりSOBの所有する車両を調査団に提供することができない旨の

説明があり、これについて調査団はJICA本部に伝えることを約束した。また、現段階で本格

調査団に提供予定の執務スペースには通信設備（電話線等）はなく、これを敷設するのに多くの

時間と費用が必要である旨の説明があった。これについて調査団はJICA本部に伝える旨を議

事録に記載した。

（９） 報告書及び成果品

　調査を実施するにあたっての報告書提出時期及び成果品（地形図、地形図データ）について、

SOBから了承を得られた。
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１－６　団長所感

（１） 要請の背景と開発調査の必要性

　本開発調査、近年農村部からの人口流入が著しいダッカ首都圏について、多くの都市問題を

解決するために必要となる都市計画等の諸計画を立案するための基礎資料となる大縮尺地形図

の整備とデータベース化を行うものである。また、このプロジェクトを通じ、開発の基礎資料

である地図作製技術の向上を図ることとしている。

　バングラデシュ国は、第５次開発計画を実施中であり、繰り返される洪水災害等の災害によ

り脆弱な国土の開発を重点的に実施している。なかでも、ダッカ市はその首都として重要な機

能を担っているにもかかわらず、前述のように、人口流入が著しく、また、都市のスラム化、

スプロール化とともに道路・電力供給・上下水道などの都市基盤の整備が遅れてきている。こ

れらに対応するため、バングラデシュ国政府は、諸外国とも協力して、都市基盤整備を計画し

ているが、そのための基礎となる地理情報の整備がなされていることが大きな問題となってい

る。

　バングラデシュ国では、地図作製を測量局が担当している。これまでは、縮尺５万分の１の

地図を作製しているが、都市域に必要とされる大縮尺地形図については作製されていない。し

かし、各方面からの要望があるにもかかわらず、そのための、経費・機材・人材の確保に苦慮

しているところである。また、その他の機関でも大縮尺地形図及びデータの整備はなされてい

ない。

　このような状況から、今回の開発調査は、その成果がバングラデシュ国の中心となるダッカ

市の開発を推進するために極めて有用であるとともに、バングラデシュ国での大縮尺地形図及

びデジタル地理情報の作製技術の確立に有効であると考えられる。

　今回の開発調査については、同国測量局は、地図及びデジタル地理情報の利用が想定される

機関との調整を精力的に行っている。当調査団は、成果の利用が想定される関係約20機関か

らの意見聴取の場に同席したが、各機関のこのプロジェクトの成果に対する期待が大きいこと

が明らかとなった。また、同国は軍部がまだ大きな権力を掌握しており、このような国にあっ

ては、地図・航空写真等の国外への持ち出しが厳しく制限されることとなるが、本開発調査に

関して調査実施のために持ち出しを認めており、このようなことから、バングラデシュ国政府

の熱意が感じられた。

　本開発調査に係る測量局側の準備状況、調査に対する理解はおおむね良好で、S／W及び

M／Mにサインすることができた。これは本開発調査においてJICA専門家が関与していたこ

と、かつて測量局が無償資金協力のスキームにて全国基準点網整備を実施したことから、

JICAのシステムについて認識があったことが背景にあると考える。
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（２） 本格調査に向けての留意事項

　SOBは、事業を遂行していくための人材・機器・ノウハウが十分ではない。同国が、今後

自立していくためには、特に人材・ノウハウの蓄積が重要と考えられるため、今後の本格調査

にあたっても必要な技術移転について十分配慮する必要がある。同国測量局では、これまでも

日本をはじめ、フランスなど諸外国・機関からの協力で事業の実施や機材の整備を行ってきた

経緯がある。これらにより、機材等が十分とはいえないものの、おおむね通常の地図作製につ

いては自力で遂行できるようになっている。しかし、今回のような、デジタル地理情報の作製

のためには、デジタル図化システムやGISシステムなど、さらに技術移転すべき工程があるこ

とが明らかとなった。これらの技術が移転されれば、開発調査が完了した後も地図及びデジタ

ルデータの維持管理及び事業の他の地域への展開ができるようになる。

　他の国でも同様であるが、バングラデシュ国に特有の状況もある。特に、ローコスト住宅地

域などは、土地利用が非常に細かく、我が国の地図作製基準をそのまま適用することはでき

ず、その事情に応じて最善のものとすべきである。そのため、特に撮影すべき航空写真の縮尺

については、日本の基準内で良好な測量精度が確保できるように配慮した。また、等高線の間

隔・図式等については今後決定されることとなるが、このようなダッカ市の事情に配慮すべき

と考える。初めてプロジェクトが成功したといえる。そのため、できるだけ広く、少なくとも

開発計画・事業を実施する機関については、広く公開されるべきと考える。そのためには、

ユーザのニーズをよく把握し、できるだけユーザが活用できるようなデータの項目・形式とす

べきである。

（３） その他

　前述したように、航空写真等の国外持ち出しについては、同国として厳しい制限があり、一

時は事業の実施が危ぶまれた。測量局の努力により事業が実施できる方向で合意した。

　また、JICAプロジェクトとしては大縮尺地形図の整備は初めてであり、採用する地図の縮

尺について大きな議論があった。今回は、各機関からの要望・作業の効率性等の観点から検討

した結果、5,000分の１の縮尺を採用した。今後、同様な開発調査を実施する場合の課題とな

るであろう。

　今回の調査団は、大縮尺地形図及びデジタル地理情報の作製というJICAとしては初めての

プロジェクトの事前調査のために派遣された。最終的にはこちらに到着してから日程が変更さ

れたが、当初はバングラデシュ国側の事情から団長が到着してから６日でサインするという日

程であり、先発の役務調査団員もフルに活動したものの、非常にタイトな日程である。今回の

ような懸案が残されている案件としては、十分な時間的な余裕があったとは言い難い。今後

は、十分な活動時間の確保をお願いしたい。
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第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言

２－１　調査の目的と対象地域

（１） 調査の目的

　本件本格調査の目的を以下の２項目におく。

１）　ダッカ首都圏地域の都市計画策定等に資するため、別途定める地域において縮尺5,000分

の１の地形図及びデジタル地理情報データを作製する。

２）　本格調査を通じて必要な技術の移転を行う。

（２） 調査対象地域

　調査対象地域は、ダッカ首都圏地域の図２－１に示される破線で囲まれた区域約581㎞２と

する。ただし、航空写真撮影については、その周辺を含む同図に実線で囲まれた区域約980

㎞２を対象とする。

　対象地域は、Dhaleswari川、Buriganga川、Shitalankhya川、Balu川等に囲まれた平坦な

地域であり、最高標高は10.18ｍ、最低標高が5.13ｍ（共に水準点）となっている。この地域の

中央及び南部は、小規模の建物が密集した市街地となっており、東部及び北部へ開発が広がり

つつある状況にある。一方、周辺部には、雨期には冠水する低湿地が広がっており道路周辺に

のみ住宅が分布している。

（３） ダッカ市都市計画関係機関への要望調査

　測量局は、本件本格調査で整備する地形図の縮尺及び対象地域に関する優先順位を決めるに

あたり、ダッカ市の都市計画に関係する主要22機関に対し、ヒアリング調査を行うとともに、

ジョイント・ミーティングを開催し、これらの機関との意見交換を行った。

　その結果として、地形図の縮尺は、可能であれば2,500分の１が望ましいが、ダッカ首都圏

地域の大部分を早急に整備することを優先すべき、との意見が大勢を占めたことから、上記に

掲げる対象地域について5,000分の１地形図及びデジタル地理情報データを整備することとし

た。
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図２－１　調査対象区域
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２－２　調査工程と要員構成（案）

（１） 調査工程及びそのフロー

　本格調査で想定される工程及びそのフローは以下のとおりである。

　なお、各工程については、別項「本格調査実施上の留意点」を参照。

（２） 要員構成（案）

　本格調査団には、全体指揮及び工程管理等の管理業務、調査団自らが担当する業務の実施、

カウンターパート（測量局）が実施する業務の調整、カウンターパート職員への技術移転の４つ

の任務がある。

　管理業務については、総括、航空写真撮影監督の２名で構成され、調査団自らが実施する業

務については、数値図化監督、数値編集監督、地理情報システム（GIS）／構造化監督を配置す

空中三角測量

数 値 図 化

現 地 調 査

対空標識設置 簡易水準測量GPS測量

主にバングラ

デシュで実施

航空写真撮影

（現地再委託）

刺　　　針

第１年次

第２年次

現 地 補 測

製版用フィルム作製

数 値 編 集

主に国内で実施

補 測 編 集

CD作製

基盤データベース作製 地形図データファイル作製
第３年次

地形図印刷

凡 例
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るものと考えられる。

　カウンターパート職員の業務管理及び技術移転に関しては、GPS／水準測量監督及び写真

判読／現地調査監督を配置するとともに数値図化監督、数値編集監督、GIS／構造化監督の３

名も各分野に応じて分任するものと考えられる。

　全体の要員構成の案を以下に示す。

１）　総括

２）　航空写真撮影監督

３）　GPS／水準測量監督（対空標識設置、刺針の指導も行う）

４）　写真判読／現地調査監督

５）　数値図化監督

６）　数値編集監督

７）　GIS／構造化監督

２－３　技術移転

　ここでは、測量局の技術の現状を分析し、これを踏まえた技術移転の必要性と方針を検討し、

本格調査で行う各作業について技術移転の内容を記述する。

（１） 測量局の技術の現状

１）　Digital Mapping Center

　測量局は、フランスIGNの支援によりDigital Mapping Centerを設立し、地形図等の作

製を行っている。実際の作業は以下のような流れで行われている。

①　Map digitizing

・既存の５万分の１地形図をスキャナで読み取り、歪みを修正したのち、数値編集機

（Geoconcept Expert ver 4.1）により、ラスター画像をトレースする形でベクトル化を

行う。

・アルファベット表記のほか、ベンガル語IMEを用いて地名等表記の入力を行う。

・この際には、単なるデジタル化だけでなく、現状にあわせた多少の修正も同時に行って

いるとのことである。

・Geoconceptで作製された地形図データはPS又はEPSファイルで出力され、PSM５とい

うソフトに送られて色分解された後、イメージセッターで各色ごとの製版フィルムが作

製される。

・これ以降は、日本の無償資金協力で導入されたPS版プリンター、PS版現像機及び２色

オフセット印刷機（A１版）を用いて印刷が行われている。
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②　Dhaka Guide Mapの作製

・バングラデシュ国統計局（BBS）が人口動態調査のために1998年に撮影した、縮尺２万

5,000分の１の航空写真（密着焼き）を利用。

・保有する航空写真用フィルムスキャナーでは、密着焼きはスキャンできないため、一般

事務用のフラットベット・スキャナーを用い、航空写真をデジタル化。

・Tiff形式の画像データで空中三角測量システム（SOCET SET）に入力、現地測量成果の

刺針により、空中三角測量を実施、DTMとオルソ写真画像を作製する。

・Tiff形式のオルソ写真画像とascii形式のDTMから、画像処理ソフト（ER Mapper）を用

いてモザイクオルソ写真画像を作製し、5,000分の１相当に引き延ばしてプロッターで

出力する。

・出力されたモザイクオルソ写真を用い、トレーシング・ペーパーとペンによりアナログ

図化を行う。これを現地調査資料として建物の名称等を調査し、別表にまとめる。

・TIFF形式のモザイクオルソ写真画像を数値編集機（DRY）に入力し、ラスター画像をト

レースする形でベクトル化。

・また、現地調査資料等を使い、地物等の名称や記号を入力。

・DRYからのデータは、PS又はEPSファイルで色分解ソフト（PSM５）へ送られる。

・以降の工程は５万分の１地形図と同様である。

③　地図作製に関する技術レベル

　測量局は、印刷図からのMap Digitizing作業又はモザイクオルソ写真画像からの試行

的図化を行っているが、数値図化機を用いたStereo Plottingは行っていない（図２－２参

照）。等高線などの図化はアナログ図化機を用いて行われてはいるものの、稼働するアナ

ログ図化機も１台しか残っておらず、作業能力は極めて不十分と考える。また、GISデー

タの作製に関しては、全く経験をもたず、Digital Mappingとの違いもほとんど認識され

ていない。

　また、大縮尺地図作製の経験をもたず、現地調査、図式・仕様等に関する技術は十分保

有していない。

２）　南部地域の測地基準点網整備

　バングラデシュ国南部を除く国土の約70％を占める地域には、1992年～1995年にかけて

我が国の国際協力により測地基準点網が整備されている。残る南部の30％の地域について、

測量局は、1997年に日本の無償資金協力により導入された測量機材を用いて、2001年～2003

年にかけての２か年間で測地基準点網の整備を完了させようとしている。

　これらのことから、測量局は、測地測量に関する技術は十分に保有しているものと考えら

れる。



－12－

（２） 必要な技術移転と技術移転の方針

１）　測量局の現状における問題点

①　数値図化

　Digital Mappingによる地形図作製の工程において、測量局に欠けている工程は、航空

写真撮影及び数値図化の２工程である。

　このうち航空写真撮影については、毎年継続的に行う必要は認められず、また維持コス

トも測量局の負担できる予算規模を超えていると思われることから、民間への委託が適切

であるものと思われる。

　一方、図化の工程は地形図作製において主たる作業と位置づけられるものであるが、測

量局の保有しているアナログ図化機（Wild B－８等）６台のうち、作動しているのは１台

のみとなっており、現在では数値図化機による作業が主流となっていることから、今後ア

図２－２　Digital Mapping and Making GIS Dataset Process

Process

3 Aerial Photo Processing Products

↓C

1 Ground Control
Survey

→A 4 Aerial Triangulation/
Making Orthophoto

The Process that
SOB has not done.

↓D

5 Mosaicing Orthophoto/
Making DTM Not Functioning

↓E

Old Printed Map 6 Digital Ploting Field
Identification

↓ ↓F I

2 Scanning →B 7 Digital Editing/Compiling J 10 Attribute
Addition

↓G ↓L

8 Film Processing 11 Structura-
lization

↓H ↓M

9 Printing 12 Checking

　　K

Printed Map Digital Map
Dataset GIS Dataset

↓N

13 Data format
Exchange
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ナログ図化機の修理等も困難となっていくことが予想される。

　したがって、今後、測量局が地図作製作業を永続的に行っていくためには、数値図化機

による作業に移行していく必要がある。

②　大縮尺地形図整備

　測量局では、地方都市のガイドマップを除き、大縮尺地形図を整備した経験がなく、対

空標識設置、現地調査、図式・仕様決定等に関する十分な技術を有していない。

　今後、都市化の進展に伴い、大縮尺地形図の必要性は、他の都市についても高まってく

るものと考えられ、大縮尺地形図整備のための技術は、測量局に必要であるものと思われ

る。

③　他機関からの要望

　バングラデシュ国内の開発関係機関等では、印刷図だけでなく、GISの利用が広がって

きているところである。

　測量局においても、地形図の多くをDigital Mappingにより作製していることから、印

刷されたものだけでなく、GISで利用できるデータとして提供されることが望まれてい

る。

　このことから、Digital Mappingの過程で作製されるデジタル・データを活用し、GIS

データを作製するための技術は測量局に必要なことである。

２）　技術移転項目

①　数値図化技術

　測量局は、アナログ図化機による図化技術は有している。

　一部の図化作業をバングラデシュ国内で行い、数値図化機を用いた図化技術の移転を図

る。

②　GISデータの作製

・Digital MapデータからGISデータへの変換

　GISデータは、トポロジーに矛盾のあるデータは扱えないことから、GISデータに変

換して利用するDigital Mapデータは単純な構造のものに限定すべきであると考える。

　いくつかの地物・項目を選定し、基本的な変換技術の移転を図る。

・GISデータの図式・仕様等の決定

　国際標準や日本における事例、利用者からの要望を基にGISデータセット用の図式・

仕様・コード等の原案を作製し、試行的に一部GISデータを作製したうえで図式・仕様

等を決める必要がある。

・属性付与

　GISで地理情報を取り扱うためには、各図形データが何であるかを示す属性の付与が
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必要となる。この属性の付け方はGISの利用目的によって異なるため、基本的な項目に

限定し、属性付与の技術移転を行う。

・構造化

　複雑な構造をもつ地形データは、図化、属性付与及び構造化を一連の作業として行う

必要があり、Digital Map Dataの利用は困難である。

　Digital Map Dataの有効利用という観点から、単純な構造の図形データに限定し、

基本的な構造化の技術を移転する。

・GISデータの検査方法

　印刷図の検査は、目視によって行われており、測量局は十分な経験を有している。し

かしGISデータは、システムにより利用できなくなる可能性があるなど、従来とは異な

る検査が必要となる。

　基本的な検査方法についてマニュアルを作製し、技術移転を行う。

・GISデータの様々なフォーマットへの変換

　バングラデシュにおいては、GISソフトウェアはArc／infoが広く利用されているよ

うであるが、バージョンやOSにより、フォーマットが多少異なる場合などがあり、測

量局においてもフォーマットの変換が必要となる可能性がある。

③　大縮尺地形図の整備

・対空標識の設置

　調査団の指導・監督の下、測量局のOJT作業を通じて技術移転を行う。

・現地調査

　調査団の指導・監督の下、測量局のOJT作業を通じて技術移転を行う。特に本調査で

は、調査期間が限られており、従来の測量局の実施方法では期間内に終了できないおそ

れがあることから、効率的な調査方法に移転する必要がある。

・図式・仕様決定

　本調査の初期に我が国における大縮尺地形図の図式・仕様を参考に、測量局と協議の

うえ、図式・仕様原案を作製し、試行的図化作業により、修正していく必要があると思

われる。

・現地補測

　調査団の指導・監督の下、測量局のOJT作業を通じて技術移転を行う。

（３） 技術移転用機材

　測量局が現在保有しておらず、測量局へ技術移転を行うために導入する必要があると思われ

る機材を以下に示す（図２－３参照）。なお、導入にあたっては、既存システムとの連携を図る
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ため、データ転送に配慮する必要がある（図２－４参照）。

１）　数値図化機

　航空写真画像データを読み込み、等高線や地物を描画するなど、地形図の図形データを作

製するためのシステム

２）　地形図データ変換システム

　既存の数値編集機から出力される数値地形図データを読み込み、GISデータに変換するた

めのシステム

３）　属性付与システム

　各図形データに、道路、河川、行政界等それぞれの属性を付与するためのシステム

図２－３　Equipment for Digital Mapping and Making GIS Dataset

Pro-
cess

Main Equipment
Does SOB

have or not?
Remark

GPS Receiver Y 9 sets (2 sets available for the project)
Digital Level Y 4 sets (0 set available for the project)
Total Station Y 4 sets (2 sets available for the project)

1

Analouge Level Y 5 sets (Sokia-B1)
2 Scanner for Map Y 36inch, 400×800DPI

Aerial Photo Camera N
Processing Laboratory Y
Developing Machine N for roll monochrome film developing

3

Contact Print Machine Y 1 sets

Film Scanner for Aerial Photo Y

Leica HELAVA DSW-200, PIXEL size
15~25 (usual 20~25) micro meter, Scan
software (driver software, UNIX)
sometime gives error message.*14

Aerial Triangulation System Y
SOCET SET (for Aerial Triangulation
and Making Orthophoto, UNIX),
(ORTHOMAT (UNIX))

3D Modeling System Y SOCET SET (for Making DTM)
5

Image Processing System Y
ER Mapper (for Mosaicing Orthophoto,
Win95), (MULTISCOPE(UNIX))

6 Digital Plotting System N

7 Digital Editing (Compiling) System Y
Geoconcept Expert ver. 4.1(Win98),
DRY (WinNT)

8 Image Setter Y
SCITEX DOLEV 800V(not functioning)
PSM5 (Color Separator, Machintoch
Software)

Direct Print for Plate Making Y
Processing Laboratory Y
Developing Machine Y for Plate Making
Proof Printer Y

9

Printing Machine Y
10 Geographic Information System N
11 Geographic Information System N
12 Geographic Information System N
13 Geographic Information System N
＊１：Error: filter position now uncertain

　　　Stage error: Unable to set filter position to clear
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図２－４　Data Transfer Problem

Pro-
cess

OUTPUT INPUT FORMAT
Data

Transra-
tion

GPS/Total Station ORTHOMAT (UNIX)
A

GPS/Total Station SOCET SET (UNIX)

B Printing Map Scanner
Geoconcept Expert
(Win98)

BMP, (Tiff available)
no
problem

Scan Software (Aerial
Photo Film Scan, UNIX)

ORTHOMAT (UNIX) saphir OK
C

Scan Software (Aerial
Photo Film Scan, UNIX)

SOCET SET (UNIX) Tiff OK

ORTHOMAT (UNIX) Tiff, SUP (header file, ascii)
D

SOCET SET (UNIX) ER Mapper (Win95) Tiff, ASC (DTM, ascii)
no
problem

ORTHOMAT (UNIX) Tiff, SUP (header file, ascii)
SOCET SET (UNIX) Tiff, IMG, ASC (DTM, ascii)E
ER Mapper (Win95) Tiff, ASC (ascii), DXF(vector)

ER Mapper (Win95)
Geoconcept Expert
(Win98)

Tiff, BMP, DXF

ER Mapper (Win95) DRY (WinNT) Tiff, BMP, DXF
F

MULTISCOPE (UNIX)
Geoconcept Expert (Win98) PSM5 (Machintoch) PS, EPS(vector for export) OK

G
DRY (WinNT) PSM5 (Machintoch) PS, EPS OK

H Image Setter
Direct Printer for
Plate Making

Analogue Film, (PSM5→
SCITEX DOLEV800V: EPS
(vector)

not
func-
tioning

I
Geoconcept Expert (Win98) GCM (vector), GCR (raster)
DRY (WinNT) DRY format, DXF (vector)

J
ER Mapper (Win95)

ERS (Geo coded raster), ERV
(vector), Arc/Info (UNIX)

Geoconcept Expert (Win98) GCM (vector), GCR (raster)
K

DRY (WinNT) DRY format, DXF (vector)

４）　構造化システム

　都道府県域とそれを構成する市町村の区域や境界線の関係のように、各図形データ間の関

係を構築するためのシステム

５）　地理情報システム（GIS）

　作製したGISデータが、一般ユーザーの保有するシステムで支障なく利用できるか点検を

行うためのシステム

　また、様々なGISで利用できるよう、フォーマット変換を行う。

６）　その他

　電源供給を安定化し、システムを保護するUPS等
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２－４　現地調査の留意事項

　バングラデシュ国において作業を行う際に留意すべき事項について記述する。

（１） 気　候

１）　航空写真撮影適期

　乾期は10月～翌年４月まで

　ただし、３月～４月にかけてはsmoke hazeが非常にひどく、撮影には適さない。

　なお、12月下旬～２月中旬、特に１月はダッカ市周辺では霧が多いが、午前11時ごろには

晴れるので、航空写真撮影は可能とのことである。

　また、氾濫原の水が退くのは、通常10月中旬ごろ、ただし、時期によって遅れるとのこと

である。

２）　５月～９月までの雨期においては、市街地の現地調査は可能と思われるが、郊外の多く

の地域が冠水しており、道路網も分断されるため、調査等屋外作業は困難となる。

（２） 規則・制度

１）　航空写真、地形図の国外持ち出しについて

　航空写真及び地形図（Topographical Map）の国外持ち出しは、原則禁止されている。

　ただし、緊急性の高いプロジェクトにおいては、いくつかの条件を満たせば、例外的に持

ち出すことができる。

　その条件を以下に示す。

①　不適切な施設（軍事関連施設と思われる）の削除

　削除は、測量局で行われる。

　削除には（200枚程度では）２週間程度要するが、持ち込まれたものから順次処理するた

め、後続作業を待たせることはない。

②　ネガフィルムについては、削除を行わないため、国外への持ち出しはできない。

③　使用した航空写真及び地形図は、国内のみで使用したものも含め、プロジェクト終了ま

でに測量局へ返却する。

２）　航空写真の現像について

　航空写真の現像は、原則として測量局又はBangladesh Space Research and Remote

Sensing（SPARRSO）の敷地内以外では行えない。

　例外は存在するが、簡単には許可は出ない。

３）　飛行許可手続きについて

　航空写真撮影のための飛行許可は、民間航空局（Civil Aviation）が行う。
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　飛行許可手続きは、登録されたLocal Agentが行わなければならないことになっている。

　航空写真撮影の許可は、測量局が行う。

４）　TAPPについて

　バングラデシュ国内への持ち込み資機材には関税がかかる。

　関税は測量局が支払うが、そのための予算を要求するためTAPPを事前に作製し、財政部

局に認めてもらう必要がある。

　測量局が、TAPPを作製するため、技術移転用、調査用等の資機材の詳細なリストを作製

し、早い時期に提出する必要がある。

（３） 測量局の保有する機材等

１）　作業室

①　測量局は、別棟４階に作業室を提供する用意がある。

　10ｍ×10ｍ程度

　建築は1999～2000年

　電源、エアコンあり

②　電話引き込み工事の申し込み手続きは、測量局が行う用意がある。ただし、費用は負担

できない。

　なお、有線電話回線の新規設置には、公用でも最低２か月（通常２、３か月）要するとの

こと。

２）　航空写真フィルム現像所及び現像機

①　バングラデシュ国内に航空写真のネガフィルムを現像できる施設は存在しない。

　航空写真撮影にあたっては、機材を国外から持ち込み、手動で現像する必要がある。

②　ポジフィルム及び密着焼きの現像は、測量局の現像所において行うことができる。

３）　航空写真焼き付け機

　利用可能なものが、１台存在するとのことである。

４）　航空写真偏歪修正機（引き延ばし機）

　測量局の偏歪修正機は故障中であるが、プロジェクト開始までに修理を行い、利用できる

ようにする、とのことである。

５）　航空写真フィルム用スキャナー

　Leica HELAVA DSW-200、PIXEL size 15～25（通常25～25）ミクロン

　Scan Software（UNIX）、saphir、Tiff出力

　ときどきエラー発生；Error：filter position now uncertain

　　　　　　　　　　　Stage error：Unable to set filter position to clear
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６）　地形図用スキャナー

　測量局は、36inch、400×800DPIのスキャナーを保有している。

７）　数値編集機

　Geoconcept Expert、DRYを運用中

　ただし、本プロジェクトに利用できるものはない。

８）　イメージセッター

　故障中で利用できない。

９）　PS版プリンター

　稼働中

10）　PS版現像機

　稼働中

11）　校正機

　現在電気系統が故障しており、技術者が修理方法を検討している、とのことであった。

12）　印刷機

　A１版を印刷できる２色印刷機が稼働中である。

13）　製版フィルムまで作製できれば、印刷は測量局で行う用意がある。ただし、消耗品代は

負担できない。

（４） 測量局の技術者拠出計画について

１）　評定点測量

　測量局は、GPS２台、２班４名、約20日間でダッカ市内25点程度の評定点測量を行う用

意がある。

　ただし、測量局による自動車及び運転手の提供は困難である。

２）　現地調査

　測量局は、２か月間、技術者24名を現地調査に派遣する用意がある。

（５） その他

１）　公的機関等の勤務時間について

　土曜日から水曜日までの平日は、午前９時～午後４時まで

　昼休みは、通常午後１時～２時まで

　木曜日は、午前９時～午後２時まで

　金曜日は休日
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２）　ハルタルについて

①　しばしば、ハルタル（ゼネスト）が起こされる。

　ハルタル中は、リキシャ、ベビータクシー等の公共交通機関は利用できるが、レンタ

カーを含む個人の自動車は投石等にあう危険性があり、原則として外出できない。

②　公式会合禁止日について

　政府により、公式の会合の開催が禁止されている日がある。

３）　電力供給

　電圧が非常に不安定で、停電も頻発するため、コンピューターの使用には、スタビライ

ザー及びUPSが必要（バッテリーをもたないパソコン、プリンター等は急な電圧上昇により

破損する可能性が高い）。

４）　測量・地図作製関係の民間企業について

①　GPS、Total Station、Digital Levelの輸入代理店あり

GPS及びDigital Levelは販売のみ

Total Stationは一部の会社でリースも行っている。

②　OVERSEAS MARKETING CORPORATION

SOKIA、ASHTECH製品の輸入代理店

133/2 New Bailey Road, Dhaka

Tel： 8318367、8317758、8317742

Fax：880-2-8313344

E-mail： omc-surv@aitlbd. net

omc@citechco. net

③　HAROON ENTERPRISES LIMITED

Leica、PENTAX製品の輸入代理店

Digital Photogrammetry Systemも含め、Leica製品はすべて取り扱う。

62 Purana Paltan, Dhaka-1000, Bangladesh

Tel： 9560577、9555326、9556865

Fax：88-02-9562172、88-02-8826114

E-mail：rashid@bttb. net. bd

hrashid@bdcom. com

④　Comtech

ESRI製品の輸入代理店（バングラデシュ国では、CIPROCOとComtechの２社）

Digital Stereo Plotterも取り扱い可能

House43 Road 6/A Dhanmondi Dhaka 1209 Bangladesh
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Tel： 9121611～15

Fax：88-02-9121610

E-mail： comptech@e_fsbd. net

comptech@aitlbd. net

⑤　FINNMAP Bangla Pvt. Ltd

航空写真撮影、写真測量、GPS及び水準測量、Digital Mapping、GIS等を実施

航空写真用のスキャナも保有

Flat A1, House99, Road 4, Block A, Banani, Dhaka, Bangladesh

Tel： 880-2-606220、019-341938、017-636458

E-mail： finnmap@bol-online. com

５）　コンピューター関係製品の入手について

①　ほとんどのハードウェア、ソフトウェア、消耗品はBCS Computer City、IDB

Bhabanで入手可能である

②　SERVER類を取り扱っている店はごく限られている。

Multilink international CO. LTD.

123/2, BCS Computer City, IDB Bhaban, Agatgaon, Dhaka

Tel： 8127105

E-mail： mlidb@ml-online. com　等

６）　消耗品の供給について

　ほとんどの文房具は、New Market等で入手可能である。

　コンピューター関係の消耗品は、最新の製品以外であれば、IDB Bhaban（アジア開発銀

行ビル：JICAダッカ事務所の入居しているビル）の低層棟にあるコンピューター・ショップ

等で入手可能である。

７）　出版物の入手

　出版物は、New Marketの書店街に多い。

　地図は、測量局、New Marketの書店街の他、ホテル、Folk internationalの土産屋など

でも販売している。なお、店によって価格が大きく異なる。

８）　携帯電話について

　ダッカ市内においては携帯電話が使用できる。

　国内専用のアナログ回線電話は、入手が容易とのことであるが、携帯電話同士の通話に限

られる。

　一方、国際通話も可能なデジタル回線電話は、回線数が限られており、JICA事務所を通

して申し込まなければ、入手は困難である。
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　回線状況は、あまりよくなく、つながらないことや混線もときどき生じる。

９）　インターネットについて

　ダッカ市内に海外ローミング（i-Pass）のアクセスポイントがあり、主なホテルではイン

ターネットを利用できる。

　ただし、有線電話の回線状況もあまりよくないので、なかなかつながらない又は途中で切

断されることは、しばしば生じる。

10）　ダッカ市内の道路網について

　ダッカ市内の道路の路面状況は劣悪なところも多く、また交通マナーも悪いため、事故に

は十分気をつける必要がある。

　ダッカ市内は、市街地のみならず、他都市とを結ぶ主要幹線においても渋滞が著しく、移

動にはかなりの時間を要する。

　この渋滞のため、水準測量は極めて困難な路線が多い。

11）　賃金について

測量技術者：200Tk／日

測量補助者：150Tk／日

人夫：120～130Tk／日

12）　レンタカー料金について

エアコン車：450Tk（＊１、以下同様）、85Tk／hour、12Tk／km、85Tk（＊２、以下同様）、＊３

エアコンなし：350Tk、65Tk／hour、７Tk／km、65Tk

エアコン付マイクロバス：820Tk、120Tk／hour、20Tk／km、120Tk

エアコンなしマイクロバス：450Tk、90Tk／hour、12Tk／km、90Tk

エアコン付Coaster：925Tk、130Tk／hour、35Tk／mile、130Tk

エアコンなしCoaster：925Tk、110Tk／hour、30Tk／mile、110Tk

エアコン付ジープ：910Tk、120Tk／hour、22Tk／km、120Tk

エアコンなしジープ：910Tk、80Tk／hour、15Tk／km、80Tk

　＊１：基本料金

　＊２：夜間料金（10PM～６AM）

　＊３：サービス料（10％）別

国営旅行社 Bangladesh Parjatan Corporation

233, Airport Road, Tejgaon, Dhaka-1215

Tel：8119193、Fax：8117235
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